日本の人道援助活動の現状と課題 by 角谷 亮
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人，このうち難民は2250万人といわれます（UNHCR, Global Trends. 2016）。逆にいうと，
人道支援を必要としている人の数と必要な資金































































































































































































































































































































出典：JICA Research Institute, The continuum of humanitarian crisis management: 


































































指数（World Giving Index）の総合値に基づくランキングが掲載されています（Charities 






















































































































































































































































































































































































特集　学生と市民のための公開講座『現場からの法律学・政治学  Ⅱ』 　49　
のように決定しているのかという点についていいますと，国によって様々だとは思うのです
が，まず何といっても国連という存在は大きいです。しかし，先ほどのクラスターのことに
ちょっと戻るのですが，例えば国連で人道支援のために10億円が必要というアピールをする
場合に，ニューヨークの国連本部が勝手に決めているのかというとそうではなくて，クラス
ターごとに，例えば水支援のクラスターでは「AARは500万円必要です」と手を挙げる，別の
保健支援関係のクラスターでは「我々のところでは2000万円必要です」と手を挙げる ─ そ
うしたものを国連の調整機関が積み上げをしていって，「南スーダンに対する活動としてこ
れだけの資金援助が必要です」というのをアピールするというプロセスを取るのです。そう
することで，或る程度まで現地のニーズを反映したかたちで資金を配分することが出来ます。
また，緊急支援に使う資金，予防に使う資金，復旧・復興に使う資金というのはさほど厳密
な区分とはなっていません。例えば復興に近いような水支援というのもあります。一方で，
では草の根といいますか，我々現地のNGOなどの求めるものがそのまま国連の方針に反映
されるかというと，そうでもありません。資金を拠出している国 ─ 欧米の政府であったり
日本政府であったり ─ の意向が反映してくるのは，国連という組織の性格上，やむを得な
いところです。例えば「わが国としてはUNICEFの予防の活動に資金を付けたい」とか「我々
としてはUNDPの復興に資金を付けたい」とか，そういう各国政府からのプレッシャーがあ
ります。そうした政治的な力関係の兼ね合いで決まっていくという側面もあります。
　次に第二点目，崩壊国家とか破綻国家とかいわれるそういう国家との関わり方の問題につ
いて申しますと ─ ，例えば南スーダンの場合には，一応，民主的な選挙をやって選ばれた
人たちが政治の職に就いているので，完全な崩壊国家ではないのですけれども，その他に
AARではシリアの支援などもしております。では，その際に政権側との関係はどうなるのか，
ということですが，いわゆる無政府とか無秩序とかいわれるような状態であったとしても，
そこでも何かしら「行政的」な活動をしているところはあるものでして，それは場合によっ
ては民族の長かも知れませんし，宗教の長かも知れませんし，或いはその土地の一番の有力
者ということかも知れません。無政府状態の場所で活動するとなった時には，そうした現地
の意思決定をできるアクターが誰であるのかを見極めて，そこと交渉し，活動するというこ
とになります。そうすると，そういう現地の意思決定の機関が，現地での活動について現地
の住民に周知してくれ，活動がスムーズにしやすくなります。
　第三点目，対立から関係を修復する，或いは対立を予防するといった場合，最も重要な事
柄は何か，というご質問ですが，非常に月並な答えかもしれませんけれども，教育というこ
とに尽きるのではないかと私は思っております。個人的な意見になりますが ─ 。南スー
ダンは現在，民族対立に陥っております。対立する大統領側と副大統領側 ─ これが反政府
側です ─ とが，「これからは国際的な支援も入ることだし，仲良くやって下さい」といわれ
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たからといって，急に仲良く出来るかといえば，そう簡単に仲良く出来るわけがないんです
ね。それには，歴史的な経緯があります。1980〜90年代にかけて，激しい殺し合いを繰り返
してきて，単に政治関係者レヴェルに留まらず，社会の末端までそれに巻き込まれてしまい
ました。そのため，現地の人と話をしていても，「○○さんの民族は，実はかつて……」とい
ったことがポロッと口を衝いて出たりすることがあるのです。そういう現実を見ると，「さ
あ，和解しましょう」といったところで，現実はそう甘くありません。では，どこに希望を繋
いでいくか。難民キャンプで活動しておりますと，もちろん難民キャンプの中も，民族ごと
に居住区域が或る程度分かれているようなところもあるのですけれども，とはいえ，５歳，
６歳とかの小さい子どもが同じ小学校の建物で，民族の区別無く一緒に，同じ言語で，歴史
なども含めて学んで，遊んで，暮しているわけです。彼らが対立を乗り越えていくことに希
望を繋ぐしかないと私は思います。南スーダンは1950年代以降ずっと内戦をしているので，
彼らに「平和のために頑張りましょうよ」といったところで，彼ら自身が全く平和を知らな
い，平和をイメージ出来ないのです。全く平和を知らない人たちに対して，平和ということ
をどれだけ言ったところで，「そもそも平和って何？」ということになってしまいます。平和
を経験したことのある人でないと，なかなか平和をイメージすることすら難しいのです。そ
う考えると，皮肉なことではありますが，難民キャンプで平和を実感することの出来た子ど
もたちに期待するしかない。幼い頃から，少なくとも安全な場所で，教育を受けた子どもた
ちが育っていくこと。これに尽きるのではないかなと思っています。
森川：どうもありがとうございました。この公開講座『現場からの法律学・政治学』は現場
で活躍されている方の視点と研究者の視点とを繋ぐというのが趣旨であります。私自身は
武力紛争の問題などを研究の対象としておりますが，基本は研究室の中での仕事ばかりで，
実際に武力紛争の現場を経験したこともありません。それで，先ほどご発言下さった中村さ
んたちとお話をすることで，少しでも現場の感覚を踏まえた武力紛争法を構築しなければな
らないと思っております。本日，ご報告をして頂いた角谷さんは，これまで随分と長い間現
場で活動をして来られた方ですので，本日はその生々しい現場の貴重なお話を伺うことが出
来ました。角谷さんは現在，東京大学の方で，これまでの経験を学問的な観点から纏めよう
としておられますので，この講座の趣旨が角谷さんの中でも実を結ぶことをお祈り致しまし
て，本日の講座を閉じたいと思います。角谷さん，本日はありがとうございました。（拍手）
